
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Tax Analysis 
 

BEPS後における中国での研究開
発活動及び移転価格に関するアレ
ンジについて 
 
 
英語原文は The Bureau of National Affairs, Inc.より 2018年 5月 24日刊行の Tax 
Management Transfer Pricing Report に掲載されている。 
 
BEPS（Base Erosion and Profit Shifting、税源浸食と利益移転）後の近年におい
て、事業の動向に対応しながら税制優遇政策を享受し、かつ所属する企業グループのグロー
バル移転価格方針に従いながら中国における研究開発活動と知的財産権の帰属をどのよ
うにアレンジするべきかは、中国で事業を展開する多国籍企業にとって、益々重要な課題に
なってきていると言える。 
 
研究開発活動と知的財産権の帰属は、国際財務及び税務の分野において注目を集める
重要な論点である。BEPS後の近年において、研究開発活動のアレンジ及び関連する知
的財産権の帰属は、税務当局の移転価格調査における重点的な対象項目となっており、
知的財産権のバリューチェーンにおける開発、改良、維持、保護、活用機能（英語の頭文
字で「DEMPE機能」と略称）への寄与度は、税務当局が注目する観点の一つである。管
理監督を強化する一方で、多くの国・地域は多国籍企業の技術革新を奨励するため、研
究開発に関する種々の税制優遇政策を提供している。 
 
国内生産能力の向上に伴う研究開発の需要増、及び現地での研究開発・革新活動を奨
励する政府の方針の影響により、中国の研究開発に関する環境は変化しつつある。この変
化により、多国籍企業の中国での研究開発に係る移転価格アレンジは、より複雑なものに
なると考えられる。 
 
本 Tax Analysisでは、研究開発に関する中国の税制優遇政策、移転価格税制及び最
近の研究開発活動の発展の状況について解説の上、多国籍企業による現地での研究開
発活動及び知的財産権の帰属に関して、実行可能性のあるアレンジの分析を試みる。本
Tax Analysisは、グローバルと中国の観点から見た、研究開発活動と知的財産権の帰属
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のアレンジに関して、多国籍企業に対し枠組みの設計に係る参考情報を提供するものであ
る。 
 
研究開発に関する税制優遇政策及び移転価格税制 
 
中国政府はイノベーション及び国家戦略「中国製造 2025」を非常に重視しており、現地で
の研究開発活動を奨励するために、種々の税制優遇政策を公布している。主として下記の
通りである。 
 

• ハイテク企業：資格申請要件の一つとして、企業は主要製品（サービス）に関して、
技術面で重要な役割を有する知的財産権を保有しなければならない。ハイテク企業
資格を取得した企業は、15%の企業所得税の優遇税率の適用を受けることができ
る。 
 

• 技術先進型サービス企業：対象企業は国が定めた技術先進型サービス業務に従事
しなければならない。また、オフショアサービスアウトソーシング業務に従事し、取得した
収入が当年度の収入総額の 35%を下回ってはならない。技術先進型サービス企業
の資格を取得した企業は、15%の企業所得税の優遇税率の適用を受けることができ
る。 
 

• 研究開発費用の追加控除：条件に合致する研究開発費用について、規定に従い、
実際の発生額に加えて、その 50%を追加控除することができる。研究開発費用が無
形資産を構成する場合には、その無形資産の取得価額の 150%を償却（損金算
入）することができる1。 
 

• 加えて、中国政府は特定の業種（例：ソフトウェア・集積回路等）に従事する企業
を対象に、税制優遇政策を公布している。 

 
移転価格税制に関して、中国税務当局は 2016年と 2017年に改正を行い、経済協力
開発機構（OECD）による BEPS プロジェクトの行動 8~10及び行動 13に係る最新の
結果を全面的に導入した。主な改正内容は関連者間取引の申告と同期資料（国家税
務総局公告 2016年第 42号）、移転価格事前確認制度（国家税務総局公告 2016
年第 64号）、特別納税調査調整及び相互協議手続（国家税務総局公告 2017年
第 6号）に関する規定である。 
 
特に無形資産について、中国税務当局は OECDの観点を考慮し、無形資産に関する収
益は DEMPE機能を担う企業に帰属すべきであると考える一方、現地における活用も知的
財産権に関する重要な機能の一つであり、重点的に考察すべき要素であるとのスタンスを採
っている。「国連による発展途上国のための移転価格マニュアル」において、中国国家税務
総局（SAT）は、多国籍企業の無形資産に係る地域性特殊要因と現地企業の貢献
を、改めて強調した。2017版マニュアルの国別実務の章（パラグラフ D.2.4.5.3を参照）に
おいて、SATは海外から受けた技術許諾に対してロイヤリティが⻑期間⽀払われる例を挙
げ、その技術許諾の価値は減価する可能性があるため、減価の状況に応じて、ロイヤリティ
料率も調整すべきであると指摘している。また、SATは現地企業がその他のグループ内企業
と共同で無形資産を開発した場合、その無形資産について、利益の配分に参加する権利
を有するべきであると指摘した。 
 
中国における研究開発活動 
 
これまで、多国籍企業は、中国における研究開発活動を委託研究開発の形式で展開し、
その活動から生まれる知的財産の法的所有権と経済的所有権は全て国外企業に帰属さ
せるアレンジが一般的であった。その原因の一端として、中国で展開する研究開発活動の大
半は重要性が比較的低く、かつ国外企業による厳 
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しい指導と監督の下で行われるものが多かった。しかしながら、近年行われた企業・業界調査によると、多国籍企業の中国における研究
開発活動はバラエティに富むようになり、一部の事例において、単純な委託研究開発の範疇を超えるような研究開発活動が現地で行わ
れる様になっている事例も見受けられる。 
 
また近年、多国籍企業はグローバルにおける研究開発機能を一箇所に集中せず分散させることで、現地市場の需要に対応しようとする様
なアレンジも増えてきている。具体的には、各地域（例：中国）の研究開発チームは「多国籍企業本社からの指示に依存する」従来の
方法とは異なり、プロジェクトの発足や意思決定について、一定の裁量権を持つようになっている。将来、中国の研究開発チームはその他の
地域又はグループ本社の研究開発チームとアイデアの交換を⾏い、互いの成⻑を促進するようなケースが増えることも想定される。その場
合、多国籍企業は DEMPE機能を 1つの法的主体に集約させることは難しく、また、中国の研究開発チームの成果が、グループ内のその
他の関連者に利益をもたらす可能性もある。 
 
多くの多国籍企業は明確な移転価格方針を構築するため、知的財産権の帰属について、一般的に集中型の枠組み設計を好んでいる
が、事業上、現地において従来よりも大きな自主研究開発機能が求められる場合、グループ内の財務・税務部門からの要望で研究開発
部門の業務プロセスに大きな変更が加えられるのは現実的とは言えない。従って多国籍企業は、研究開発活動について実行可能性のあ
る別のアレンジを模索し、グループ全体の知的財産権に係る方針と移転価格方針、現地研究開発活動に対するインセンティブに係る方針
と実際の業務需要との間で、バランスを取る必要がある。以下では、「実行可能性のあるアレンジ」について、考察する。 
 
研究開発及び知的財産権の帰属に関する実行可能性のある枠組みの設計 
 
オプション 1：委託研究開発及び技術許諾 
 
一般的なアレンジとして、中国の研究開発チームが知的財産権を保有する国外企業と研究開発契約を締結することで委託研究開発サー
ビスを提供し、発生するコストに利益率をマークアップした価格で、国外企業にサービス費を請求する。知的財産権を保有する国外企業は
グループ事業の運営会社（中国企業を含む）に知的財産の使用許諾を供与し、対価としてロイヤリティなどを請求する。 
 
知的財産権を集中管理するモデルではごく一般的なアレンジであるが、BEPS後において一部の多国籍企業は、このアレンジが⻑期的に
持続可能であるかについて、疑念を有しているようである。特に現地企業が重要な研究開発機能を担い、かつ無形資産の価値創出に実
質的に寄与している場合において、このアレンジでは大きな移転価格リスクが発生する。中国税務当局は、多国籍企業の移転価格方針
の合理性を評価する際、特に多国籍企業全体のバリューチェーン及び研究開発アレンジに注目している。調査を通じ、現地企業が知的財
産権に関わる重要な機能を担うと判明した場合、中国税務当局は、現地企業こそ現地で開発された知的財産の経済的所有者であるも
のとして、委託研究開発の契約内容と実際の状況は合致しないと判断するかもしれない。潜在的な移転価格リスクをもたらす可能性があ
る。  
 
従って、国外企業が実質的な DEMPE機能を担い、かつ中国の研究開発プロジェクトに関連するリスクを負う場合に限り、前述の委託
研究開発アレンジは依然として実施可能性及び持続可能性を有するものと考えられる。また、多国籍企業が委託研究開発の価格設定
ポリシーを策定し、関連するベンチマーク分析を行う際には、地域性特殊要因（例：中国税務当局が注目しているコストセービング等）に
よる影響も、考慮すべきである。 
 
なお特筆すべき点として、上述の委託研究開発アレンジの下では、現地企業は現地で開発された知的財産の所有権を有しないため、中
国におけるハイテク企業認定の要件を充足しない。但しサービス型企業であれば、要件を満たした場合、技術先進型サービス企業の資格
認定を受け、税制優遇政策の適用を受ける事ができる。 
 
一定の状況下において、多国籍企業が中国で DEMPE機能を担い、かつ知的財産の開発に実質的な貢献をする一方で、知的財産権
のグローバル集中管理モデルの運用を志向する場合には、現地で開発された知的財産の価値を評価した上で、グループ内の国外企業に
譲渡する方法が考えられる。その場合、委託研究開発アレンジと同様に、中国現地企業がハイテク企業の申請要件を満たすことは難し
い。 
 
オプション 2：所有権の一部現地保有（クロスライセンス） 
 
研究開発活動に従事する多国籍企業の中国子会社が、ハイテク企業認定管理弁法において定められた要件を満たす場合には、ハイテ
ク企業資格認定を受け、税制優遇政策を享受する事ができる。留意点として、現行のハイテク企業認定管理弁法の規定により、中国企
業は「その主要製品（サービス）に関して重要な効果を発揮する知的財産権」の保有が求められる（詳細については、国科発火[2016] 
32 号を参照）。もし多国籍企業が上述の「重要な効果を発揮する知的財産権」を国外で集中管理するモデルの運用を志向する場合、
ハイテク企業認定管理弁法の規定により、中国子会社はハイテク企業資格の認定を受ける事ができない可能性がある。 
 
移転価格税制の観点から見れば、多国籍企業の中国子会社は通常、グループの重要な知的財産権を保有しないため、グループ全体の



サプライチェーンにおいて基礎的な機能を担う者と位置づけられ、基礎利益のみを獲得する。ハイテク企業認定管理弁法における「重要な
効果を発揮する知的財産権の保有」に関する要件とグループの移転価格方針の両方に対応するため、一部の多国籍企業は、グループの
知的財産権を下記のように階層分けし整理している。 
 

• 階層 1：基礎技術。通常、グループの知的財産権保有者によって集中管理されている。  
• 階層 2：階層 1の知的財産に基づき開発した応用型の知的財産。その知的財産権は現地会社へ帰属可能。 

 
その上で、多国籍企業の中国子会社に階層 2の知的財産権を付与すれば、階層 1の知的財産権を保有しなくても、審査を通過し、ハ
イテク企業資格認定を受ける可能性がある。一方、移転価格の観点から見て、階層 2の知的財産権の生む経済的利益は階層 1の知
的財産権を大きく下回ることが、現地企業が基礎利益のみを獲得するアレンジの根拠となっている。その場合、現地企業は階層 1の知
的財産権の使用許諾を受ける対価として、国外にロイヤリティを支払う必要が生じる可能性がある。 
 
事実として証明できれば、上述のアレンジは、ハイテク企業向け税制優遇措置を享受すると同時に、グループによる知的財産権の集中管
理モデルと移転価格方針の両方に対応できる方法となる可能性がある。但し留意点として、実務上、中国の税務当局は、ハイテク企業
資格を持つ中国企業及び所属する多国籍企業グループの移転価格方針に注目しており、移転価格調査を実施した場合、通常、ハイテ
ク企業には基礎利益以上の利益水準を要求する。従って、関係する中国現地企業は十分なサポート資料を準備し、その利益水準の合
理性を証明する必要がある。 
 
また、事業のグローバル化をふまえ、多国籍企業は研究開発成果が課税管轄区域を超えて影響を及ぼす可能性について、留意する必要
がある。例えば、A国企業のある研究開発成果が B国企業の業務に応用される可能性があり、その逆も想定される。つまり、中国現地
企業は自身の保有する知的財産権に関する使用許諾をグループ内の国外関連者に付与する一方で、国外関連者の研究開発で生まれ
た知的財産権に関する使用許諾を受ける可能性があり、その場合、グループ内における知的財産権のクロスライセンスが発生する。その結
果、各関連会社の間で知的財産権に関する複雑なクロスライセンス契約を締結する必要が生じる可能性があり、それに伴う源泉所得税
及び流通税に係る影響についても、考慮しなければならない。ハイテク企業資格認定を受けることで、現地における知的財産権の保有を
示唆し、グループ全体の移転価格方針の複雑化に繋がる可能性があるため、現地で研究開発活動を行っているにも関わらず、ハイテク企
業向けの税制優遇措置の適用については、積極的な態度を示さない多国籍企業も少なくないと思われる。 
 
オプション 3：費用分担契約（Cost Sharing Arrangement、「CSA」） 
 
中国国家税務総局は 2009年に「特別納税調整実施弁法（試行）」（国税発[2009]2号）を公布し、コストシェアリングに関して詳
細に規定した。OECDによる BEPS行動の成果に基づく更新はまだ行われていないが、この論点に対する税務当局の基本的な考え方に
ついては、最近公布されたその他の移転価格規定を参照することにより、考察できる。 
 
OECD、米国及び中国の費用分担契約に関する規定の主要点は、下表の通りである。 
 

 OECDによる多国籍企業及び
税務当局のための移転価格ガイ

ドライン（2017） 

米国内国歳入法 
（2011 注 1） 

中華⼈⺠共和国企業所得税法
（2009 注 2、及び近年の改正内

容） 

適用範囲 知的財産権、有形資産およびサ
ービスの開発、生産または取得
（ガイドラインは主として無形資
産について規定している） 

知的財産権の開発 知的財産権の開発及びグループ
内のサービス（グループ集中調達
とグループ集中マーケティングを含
む） 

当事者間における
知的財産権の収
益配分 

主として DEMPE機能を担い、リ
スクを管理・コントロールする当事
者に帰属する 

知的財産権に関する機能につい
て、具体的なガイダンスはない 

OCED移転価格ガイドラインの
規定と類似する 

当事者の寄与度
に対する評価の
基準 

寄与価値に準拠 

限定的な状況にのみ、寄与コスト
に準拠 

寄与コストに準拠 OCED移転価格ガイドラインの
規定と類似する。バリューチェーン
における地域性特殊要因の貢献
に注目することが予想される 

 
注 1：2011年における公布された費用分担契約の関連法規に依拠する 

注 2：2009年に公布された「特別納税調整実施弁法（試行）」に依拠する 
 



費用分担契約の採用を検討するグループにおいて、現地で開発された知的財産は、中国企業と国外関連者が費用分担契約を締結する
ことでその所有権を共同保有とし、基礎的な知的財産についてはグループに帰属するようなアレンジを採る可能性が高い。費用分担契約
に参加する当事者は予測収益に基づき、知的財産権の開発コストを分担する。例えば、知的財産権の中国事業における独占的使用権
と受益権は中国企業に帰属し、国外事業における使用権と受益権は国外の関連会社に帰属する。 
 
費用分担契約を用いた枠組みの設計では、基礎的な知的財産権のグループ集中管理を実現する一方で、中国企業が基礎的な知的財
産権に基づき費用を分担した部分の現地研究開発活動を展開できるため、多国籍企業の研究開発アレンジにある程度の柔軟性を持た
せることができる。また、中国企業と国外関連者は予測収益に基づき、自身の分担する研究開発コストを定期的に（例：年一回）調
整できるため、複雑なクロスライセンスアレンジを避けることもできる。 
 
但し、米国等とは異なり、中国は費用分担契約に関する詳細なガイダンスを公布していないため、実務では大きな不確実性が存在し、関
連する流通税、源泉所得税及び租税条約対応などの税務論点については、引き続き明確化及び規範化が期待される。企業は費用分
担契約の締結について税務当局に事前承認を得る必要はないが、費用分担契約書などを含む、資料の提出が要求される。また、費用
分担契約を締結又は実施した企業は移転価格の関連規定に従い、毎年、費用分担契約に関する特殊事項文書を作成し、将来の税
務調査に備える必要がある。 
 
確実性の向上を図るため、多国籍企業は事前確認協議（APA）の申請を検討できるが、経営層は APAの申請を行う前に、その他多
くの要素について考慮する必要があると考えられる。 
 
上述の通り、委託研究開発と知的財産権の帰属に関するアレンジを検討する際、費用分担契約は多国籍企業の要望に対応できる選
択肢の一つと考えられる。費用分担契約に基づく移転価格方針は、税務当局に注目される可能性が高いため、合理的な経済分析を必
要とするが、中国企業は現地で開発した知的財産の共同保有を通じて、研究開発関連の奨励政策（例：ハイテク企業向け税制優遇
措置）の適用を受けることができる可能性がある。 
 
結論 
 
BEPS後においては、多国籍企業のグローバル知的財産権ストラクチャー及び研究開発活動に対する調査の強化が予想される。中国税
務当局は知的財産権に関する移転価格問題を非常に重要視しており、国家税務総局公告 2016年第 42号、2016年第 64号、
2017年第 6号などに BEPS勧告を取り入れている。また、中国政府はイノベーションを奨励するために様々なインセンティブ措置を打ち出
しており、知的製造を目指す国家戦略「中国製造 2025」を打ち立てている。この状況を受け、中国の研究開発環境は大きく変化してい
る。 
 
特定の業界等において、多国籍企業による中国現地での研究開発活動が活発化している。これは知的財産権の帰属に関するアレンジに
つき、多国籍企業に新たな課題をもたらしている。特に、一般的に採用されている委託研究開発アレンジを用いた知的財産権の集中管
理モデルでは、研究開発インセンティブ措置の適用上は、容易ではない事が想定される。中国税務当局は、BEPS勧告の採用や移転価
格税制の改正を行っており、加えて、現地企業の DEMPE機能への寄与度を評価し、その結果に基づく知的財産権に帰属する利益の
配分に参加するよう、現地企業に対して要求している。更に中国では、事業上の要請に対応するための、現地研究開発活動が増えてき
ていると言える。 
 
多国籍企業が、中国における研究開発活動と知的所有権の帰属につきアレンジする際に利用できる選択肢に関して、前述の通り分析を
試みた。様々なシナリオが存在し、状況に合わせて各社の目標が設定されている以上、全ての多国籍企業に対して適した選択肢は存在
しないが、費用分担契約は、特定のシナリオにおいて、研究開発インセンティブ政策を享受しながら前述の課題に対応できるため、企業の
経営層にとって優れた選択肢の一つであると思われる。費用分担契約に関する中国の現行規定は、依然として明確ではないが、将来に
おいて、中国税務当局が費用分担契約アレンジに対してよりオープンになり、費用分担契約に関する管理要求を緩和することが期待され
る。 
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